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〔研究論文〕

国際法の上位法としての強行規範
－国際法の強行規範研究（二）－

何　鳴

〔Article〕
Jus Cogens, A Superior Norm in International Law 

A Study about Jus Cogens (2)

Ming HE

Abstract
　　This article is a combination with my another article. I tried to study the signifi cance about jus 
cogens in the two articles. In this one I especially examinated the function of jus cogens and its 
precedent at international courts and national courts. Through these precedents I tried to show 
the development of jus cogens, and tried to organize the case law about jus cogens. My work is 
a continuation from many international lawyers. Their great works about jus cogens is a heritage 
for me. I stand these titan’ s shoulders, and look at the outcome of jus cogens to be used for 
international justice. In this article I also see the new phenomenon tha came from the using of jus 
cogens. I tried to illuminate the meanings behind the phenomenon. I want to quote Anne-Marie 
Slaughter’s opinion about international society and international law for the conclusion of my 
article: “The world of societies is still too often the world of low politics, soft power, human rights, 
democracy, and development, and, largely, women. ” It is a true jus cogens, too, I want to say.

　はじめに

　本論文は国際法の強行規範研究（2）として国際法における強行規範の機能を解析し理解する。強

行規範研究（1）は強行規範の実定法研究であり、法廷の法適用で強行規範と従来の国際慣習法の国

家免除との関係を問題視し強行規範のケース・スタディを試みた（1）。強行規範の実定法的研究を

ベースにして、本論文は強行規範の法機能をとらえて強行規範が国際法においてどんな法であるべ

きか、いわゆる強行規範の理論研究である。とはいうものの、この理論的な研究は理論の構築では

なく、国際法における強行規範の法需要と法適用を資料にして強行規範の法としての正当性と妥当

性、および法発展を解析する。

一　問題提起：なぜ強行規範に違反すると、国際慣習法の国家免除を放棄せざるを得ないか。

　1994年アメリカ・コロンビア地方上訴裁判所でPrincz v. Federal Republic of Germany事件が審理され

たとき、被告人ドイツが訴追された自分の行為は国家免除の事項に属され、国家免除を主張した（2）。
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被告のこの主張に対して裁判所は、被告の行為は明らかに国際法の強行規範に違反していると判決

で言明した。同事件で被告の国家免除の主張をめぐって、原告と被告の当事者間で法律争点として

攻防を繰り広げた。Princz事件のほかに、欧米の司法界で他の同様な訴求事件の審理においても、

この種の事件をめぐって欧米の国際法学界でも、被告ドイツ・ナチスの重大な人権侵害の行為は国

際法と強行規範に違反した、そのためこの違反行為は国家免除を放棄することになる、という意見

が多数であった（3）。この意見はすなわち、被告ドイツの行為は人権侵害であり、国際法の強行規範

に違反している、それゆえ国家免除を主張する、また与えられる権利を放棄すると主張する。1992

年アメリカ上訴裁判所がSiderman v. Republic of Argentina事件の判決で強行規範に違反すれば、違

反した国が国家免除の授与を排除されるという判断を下した（4）。同様に、2000年ギリシャ高裁は

戦後補償訴訟のVoiotia事件の判決で被告人ドイツが強行規範に違反したため、この違反行為に対

して国家免除を援用することができない、と判断した（5）。強行規範に違反すれば、国家免除を放棄

せざるを得ない、というのはいわゆる国家免除の暗黙的放棄（implicit waiver）という主張である（6）。

さらに、強行規範に違反すれば国家免除を認めないという法適用の根拠として、国際法の法規範間

の階層論というのもある（7）。

　これらの国の司法で取り組まれた強行規範の事件のほかに、もう一つ重要なものは1999年国際

法委員会の結論である。1999年国際法委員会が「国家の司法免除と国家財産」に関する報告書で重

大な人権侵害を犯した国家の免除（immunity）を否認した（8）。国家が犯した重大な人権侵害はいわゆ

る国際法の強行規範に規定されている禁止事項である。

　国家が強行規範に違反すれば、自らに国家免除を暗黙的に放棄する、ということになれば、強行

規範が国際慣習法の国家免除を凌ぐ上位の法である、ということを意味する。そうすれば、強行規

範は従来の国際法になかった強制的な拘束力がある、階層関係を作った法規範になる、と言える。

国際法の新メンバーの強行規範がどんな法機能をもつ、どんな法規範であるかを理解するのが本論

文の目的である。とはいうものの、強行規範に関する研究はなにも新しいものではない。この新鮮

みのない課題に対して、本論文は拙文「強行規範研究（1）」から受け継いで強行規範の法使用で生じ

た問題―慣習国際法の国家免除との関係から強行規範に関して議論する。この主旨のため、本論文

は強行規範の法理を再確認して、その上でケース・ロー（case law）に主眼を置く。

二　強行規範とは

　強行規範は国際法のなかで新しい、若い規範群である。第二次世界大戦後に国連法の形で国

連の場で制定された法規範である（9）。ヴィーン条約法条約第五三条で国際法の強制的な法規範

（peremptory norm）に関して規定を設けている。すなわち「一般国際法の強行規範とは、いかなる逸

脱も許されない規範として、……（ここの省略は筆者による。）国により構成されている国際社会

全体が受け入れ、かつ、認める規範をいう」。この規定は国際法の強行規範を諸国の全員加入の一

般法原則として提出はしているものの、具体的な規範内容を提出していない。ヴィーン条約法条約

の立法の不徹底さとは逆に、国際社会で二度もの世界大戦を経験し、違反してはいけない、強制的

な拘束力のある国際法の需要を痛感した諸国は法的信念と従来の慣行を以て具体的な強制的な法規

範を意識し擁護している。それは禁止法の形の法規範で、共通用語の jus cogens（強行規範）となっ

ている。すなわち：
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１　禁止法としての強行規範
　ジェノサイドの禁止、海賊行為の禁止、奴隷と奴隷貿易の禁止、侵略の禁止、拷問の禁止。これ

らの禁止法はそれぞれの国際条約に取り入れられている。それらの条約は国連憲章をはじめとして、

国際人権法と国際人道法の分野に集中している。強行規範を禁止法として国際法で確立するに従っ

て、国際法は従来にない強制の機能を備えられる。この禁止法はerga omnes（永久的義務）により保

障されている。

２　価値を減損させることのできない法規範（non-derogatory norm）
　強行規範は法としての価値を減損させてはいけない法規範である。国際法において当然そうであ

るし、諸国の国内法においても如何なる違反と軽視をも許さない。その理由は強行規範の禁止法の

意義と禁止法の対象から生じたものである。強行規範の禁止条項は国際社会の基本的な存続基盤を

決めるものである。この存続基盤は国際社会の平和の実現可能性でもある。そのため、国際法にお

いても、諸国の国内法においても、強行規範は最高の法規範としての価値がある、そしてこの価値

を高揚し堅持しなければならない。強行規範に禁止法の意義と減損させることができない価値があ

る故に、強制的な法規範（peremptory norm）となれる。

３　新しい権利の創設
　強行規範は人権という国際法上の新しい権利を創設した。従来、国際法は国家の権利を明確にし、

国家間関係を調節するための法とされてきた。しかし人権は国家の権利ではなくて、「人」の権利で

ある。国際法に「人」の権利を確立すると、国際法は対象拡大になる。国家から人へ、国家のための

特需の国際法から世界中の人々のための普遍的現実的で使用可能な国際法になる。強行規範に創設

された人権は国家による国際法の独占を防止する。国際法上の人権は国家と対抗し、また国家の主

権と平等に国際社会の関係調整に機能を果たす。そして、人権は国境と主権を越えて普遍的な存在

として人々の生存に関わり、国家の生存にも関わる。そのため人権は感情論ではなく、国民の利益

と国家の利益に関わる。人権は基本的な人間社会の権利であるため、国際社会の共通項であり、人

権侵害は対岸の火事ではない。

三　強行規範の対象指向

　国際法の条約と慣習法、および国際社会の共通的な認識によれば、強行規範の対象指向を国内と

国際に分けて以下のようにまとめることができる：国内の場合には、ジェノサイド、暗殺と失踪さ

せること、人に対する拷問と過酷で非人道的な対処と処罰、人に対する理由なき拘留の延長と裁判

の延長、制度を利用した人種差別、一貫した形の人権侵害、大規模な虐殺。国際（国際社会および

国際関係）の場合では、海賊、奴隷、奴隷貿易、自由の海上航行の侵犯、難民不引き渡し原則の違反、

不平等条約、戦争犯罪、人道に対する罪、国際社会で共通して認められている大規模な人権侵害。

　なお、この国内と国際の区分には境界線が設けられない。強行規範の対象は国内と国際の連動の

対象である。この対象のいかなるものに対しても、国内社会と国際社会の共通した関心事であり、

共通利益に関わるものである。それゆえ国際社会が共同に対処する。
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四　国内裁判所の見解および判決

　国内法廷が強行規範にかかわる関連事件を審理するごとに、強行規範（jus cogens）に関してより

具体的な内容を確定し、法発見している。まさに裁判所が事件の審理につれて強行規範の法機能と

対象をめぐって法発見している：

　1994年アメリカコロンビア地方上訴裁判所はPrincz事件の判決で（国際）人権法が強行規範を作り

上げた、と解釈している（10）。

　2000年ギリシャ最高裁がVoiotia事件の判決で国際法の強行規範はハーグ陸上条約第1条から第4

条までがoperative jus cogens であり、crucial fundamental 国際法も jus cogensになる、と判断してい

る（11）。そして、ギリシャ高裁は国家が強行規範に違反すれば、国家免除を援用する権利をなくした、

という結論を下した。

　2003年イタリア高裁がFerrini事件の判決で人権法としての jus cogensを国際法の上位法として認

識し上位法としての法適用を試みた（12）。

　Pinochet事件でイギリス上院裁判所が強行規範に関して具体的な内容で見解を示している：人道

犯罪に対して普遍的管轄権があり、いかなる国でも行使できる。「拷問禁止条約」は既に国際慣習法

となっている。国家が国際共同体の基本的価値を侵害すれば説明責任を負う（13）。

　2005年EU司法裁判所はKadi v. Council事件の判決で人権法の全部が強行規範である、という見

解を示した（14）。

五　国際法学界の見解

　強行規範に対する理解、議論と研究は1950から1960年代で盛んになった。強行規範に対する理

解と議論が現象から始まったのは、ニュルンベルグ裁判の一連とした法律問題を咀嚼した頃であ

る。もう一つの現象はウィーン条約法条約の制定と制定前後、とりわけ制定後同条約第五三条の

peremptory normsの登場である。これらの現象を議論し、研究をすすめたのは1950年代の半ば頃で

国際法のニーズであり、効果として国際法を発展させた。強行規範に対する第二次のブームと言え

るのは、本論文「一」で述べた、1990年代から生じた強行規範と国家免除とのあるべき関係という

強行規範の現代的な問題に取り組んだ時期である。この二度の強行規範に関する検討は国際法学界

の重要な課題であるだけに、国際法学界を振動させるほど、国際法の根本と現実問題を触れている。

国際学界で活躍した方々は強行規範を避けることがなく、積極的に見解を示した。

　A. Verdross氏は1930年代に国家間条約の「自由」を制限する必要があるという観点から国際法に

強制的な法規範とその作用を強調した（15）。国家間条約の「自由」を制限するという観点で強制的な

法規範を提起したのは、どちらかといえば、強制的な法規範をいかに発揮するかという技術的な

問題である。続いて60年代ウィーン条約法条約の制定を迎えるかのように、Verdross氏は国際法

強行規範の原則的な問題も提起した。Verdross氏によれば、強行規範は文明国家の司法過程におけ

る道徳と公共政策により形成されるものである（16）。強行規範の原則は道徳と国際社会の公共政策

に由来するものであり、文明国家の司法過程にしか強行規範の法需要が生じ得られない。Verdross
氏の探究の作業は強行規範に関する開拓的な経典になっている。技術的な問題にしろ、原則問題

にしろ、Verdrossが提起した強行規範というものは国際社会で広範に受け入れられた。

　Verdross氏の後、強行規範に関して国際法学界は強行規範の法源、内容と影響に関して進んだ研
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究をしていなかった。しかし、強行規範の機能に関しては絶えず関心を持ち、国際社会と国際法の

活動の現実に合わせて、めいめいにそれぞれの時代で探究の灯火を点し続けている。

　Henkinによれば、強行規範とは、総じて「生存の権利」である（17）。この見解は強行規範を人間社

会の基本的なまた最高の法規範として理解している。「生存権利」よりさらに明確に人権、人間の基

本的な権利に関わって強行規範を理解するのがR. Higginsである。Higgins氏はすべての国際人権法

が強行規範である、と示している（18）。この見解は強行規範を単なる禁止法として捉えるのではな

くて、実質的な権利法と見なしている。一般的に禁止法は権利の侵害および法の違反を想定する非

常事態のための法規範である。それに対して権利法は実質的な権利を有する基本的な法規範である。

この意味で、権利法は法体系の中枢である。権利法としての強行規範は国際法の権利の法体系で（19）、

国際法の中枢である。国際法に権利法が発達すれば、国際法自身の発展になるし、何より強行規範

が実質的な権利法であるゆえに、国際社会の関係調整に応用できるし、国際紛争の法的解決のため

に、裁判の法適用が可能である。

　Tunkin（トゥンーキン）によれば、「プロレタリアの法はすなわち強行規範である」（20）。トゥーキン

のこの主張は旧ソ連をはじめとする元社会主義諸国の主義から生じたものである。すなわちプロレ

タリアの法は社会の大多数の人の権利を守る法であるため、基本的な人権法である。これは元社会

主義諸国の法制の理念である。「プロレタリアの法」という意味で、強行規範はイデオロギーとなる。

実際上においても、強行規範は国際法の他の法規範に比べればイデオロギーを合目的に帯びる（21）。

禁止法にしても、権利法にしても、強行規範は「平等、平和、人権」の理念を挙げている。この理念

は国際法自身の理念でもある。強行規範は最も国際法の理念・目的を凝縮している。そのため強行

規範は国際法の上位法となる。

　一方、トゥンーキンは強行規範の理念を目的志向に利用している。強行規範を強調しているが、

強行規範が国家間条約または国家間協定により修正されうるとも主張している。しかしウィーン条

約法条約第五三条は「一般国際法の規範によってのみ変更すること」ができるのが強行規範である、

と規定している（22）。トゥンーキンが主張した国家間条約または国家間協定はもし多国間条約また

は国連の場で制定された条約であるならば、なお五三条の「一般国際法」に達するかについても、疑

問がある。確かに、強行規範は国際社会の良知と道徳が時代に従って進歩した結晶である（23）。時

代と国際社会の変化に応じて強行規範が形成し、変更する。しかし、個別国家の行為の正当性を主

張するために強行規範を合目的に解釈することは許されない。もしそうなれば、国際法を国家の意

思と目的に応じて利用し、利用可能のように恣意に解釈することはナチスが自分の行為を国際法上

に合法性があると解釈したのと本質的に同様である、と言わざるを得ない（24）。

　アフリカ諸国は植民地および解放の経験により、強行規範を擁護する。「プロレタリアの法」のよ

うなイデオロギーはともかく、アフリカ諸国と「プロレタリアの法」の共通点は、弱者を守るという

意識にある。強行規範を真にわれわれのための法として受け入れている（25）。

　強行規範の機能を注目したヘンキンとトゥンーキンに比べれば、H. LauterpachtとH. Waldockの
両氏が強行規範の生みの親として知られている。両氏が国際法学者として戦後国際法の法典化の作

業に携わり、特にウィーン条約法条約の制定に携わった際に強行規範を国際法に入れようと奮闘し

た。H. Lauterpacht氏はウィーン条約法条約第五三条のperemptory normsを「国際公共政策の憲法的

な原則」と見なし、また「国際道徳のルール」として評価している（26）。

　G. Fitzmaurice氏が国際法委員会の報告者Lauterpacht氏の後継者として、Lauterpacht氏の報告者

の仕事の後継者だけでなく、彼の強行規範推進の考えと作業をも後継した。G. Fitzmaurice氏は強
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行規範を jus cogensという専門用語として作り上げた（27）。

六　現行国際法からの推論と解釈

　ウィーン条約法条約第五三条が国際法の強行的な法規範を説明している。この強行的な法規範の

保障規定は六四条である。保障規定は強行的な法規範の上位の地位を示し、この地位を保障するた

めである。この保障規定から強行的な法規範の存在と機能を解釈することができる。

　世界人権宣言と国際人権規約は人権の重要性と人権侵害の重大性を挙げている。この重要性と重

大性は国際法の強行規範の理念と内容である。

　集団殺害罪の防止および処罰に関する条約（ジェノサイド条約）はより具体的にジェノサイドを

「強く非難された国際法上の犯罪」として規定している。この「強く非難」するのがいわゆる強行規範

である。この規定を準拠にして国際法上の犯罪を確定し、強行規範の適用を図る。この条約は当事

国数として国際条約で最多である。この意味で国際社会の普遍的な合意のある、拘束力のある条約

で、強行規範としての普遍的な効力がある。このような具体的な国際法上の犯罪に関する条約とし

て、航空法分野のハイジャック犯罪対策法もある。

　国連憲章は国際法の憲法として国際法の基本的な法原則を挙げている（28）。これらの法原則は動

揺することのできない、いかなる違反も許さない、国際法の他の法規範を指導するものである。国

際法の憲法として、国連憲章は禁止法、減損させることのできない価値、国際社会の権利体系、と

いう機能を有する。そのため強行規範として見なされる。

　現行国際法から強行規範の存在を推論し解釈するというと、さらに推敲しなければならないのは、

強行規範をその法源から推論し解釈することができるか、ということである。本論文は国際慣習法

から、特に国際社会の法的信念から強行規範の人権と禁止法およびerga omnesを導出することがで

きる、と考えている。この法的信念というのは人権と平和を守る強行規範の禁止事項と義務に対す

るアイデンティティである。（なお、強行規範の法源からの推論と解釈は有意義な作業であるが、

本論文の範囲を超えるもので、省くことにする。）

七　強行規範の法機能

１　実定法としての強行規範
　強行規範を実定法として見なせるか。本論文は強行規範が実定法であると認識している（29）。形

式として、強行規範は多くの条約に入っている。とりわけウィーン条約法条約第五三条が強行規範

の存在を明言している。強行規範を実定法として見なすことに現実性がある。それは強行規範が司

法裁判で法適用されることある。強行規範の法適用が可能であれば、強行規範は諸国に国際司法機

関に他の国際機関に援用される。それゆえ強行規範の実現が可能である。

２　国家の合意を超える普遍的な拘束力
　強行規範は国際社会の法的信念により形成された法規範である。強行規範は従来の国際法規範の

ように国家の合意を通るという必要がなく、国家の合意を超えて機能する。そのため、強行規範は

すべての国に対して拘束力を有する。そしてすべての国に対して免除と適用外を許さない。
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３　国際法の上位法
　強行規範は国際法システムにおいて上位法になる。従来国際法は国家の合意に基づいた国家間の

法であるため、国際法は階層関係をなしていなかった。この法規範間の平等関係は国際法自身の

soft-law的な性質を決めた。しかし、強行規範は国際法のhard-lawである。強行規範の登場は国際

法に上位の法を設置することになる。上位法としての強行規範は普遍的な拘束力を持つ、諸国の合

意を超える。そのため国際法のなかで強行規範が権威（authority）がある。権威があるからこそ強行

規範が国際法の上位法になれたわけである。主権国家をメンバーとする国際社会にとって、主権国

家の合意を表現する従来の国際法にとって、強行規範・上位法が必要である。

４　国際社会の公的利益のための法
　強行規範が諸国の合意を超えられるのは強行規範の性質と理念による。強行規範は国際社会の公

的利益を指向している。強行規範に挙げられた人権と禁止法およびerga omnesが国際社会の公的利

益である。国際社会の公的利益は一国内にとどまらず、国際社会全体の利益である。国際社会全体

が利益の享受者であり、利益の実現者でもある。公的利益のための法―強行規範は国家間の権利・

義務を決めるより、国際社会全体のための権利・義務を決めている。したがって、強行規範は従来

の国家間の法を取って代わる「人類の法」だと言える（30）。

５　公共価値の呈示
　強行規範は法規範であるが、より重要なことは強行規範が国際社会に対して「価値」、しかも公共

価値を呈示していることである。強行規範の禁止法と人権を中心とする権利法は国際法の従来の国

家間の平等という価値を堅持している。さらに国家間平等の実現を人間の平等―人権と国際社会の

平和に繋いでいる。強行規範は国家間平等の実現と人権の保護と国際社会の平和の実現と維持を国

際社会の公共価値として呈示している。そしてこの公共価値を諸国の永久的な義務（erga omnes）と
して挙げるのも強行規範である。

　強行規範に呈示された公共価値はすでに実定法の条約および慣習国際法となっている。すなわち、

これらの価値は諸国の国家実行の根拠と基準にもなるし、裁判の場合で法適用もできる。

６　国際秩序の構築
　強行規範が国際秩序を構築する。強行規範が上位法として、公共価値を呈示し公的利益を目指す

効果として、最終的に国際秩序を構築することである。国際秩序というと、二つのレベル、または

現実がある。一つは国際公共秩序で、もう一つはよりミクロ的に国際法秩序である。

　国際公共秩序の意義で、強行規範は平等、人権、平和という公共価値を以て国際公共秩序を構築

する。強行規範に揚げられる公共価値は国際公共秩序の理念・目標である。この公共価値の存在、

普及と活動により、国際公共秩序が理念・目標から秩序の構造要件へと備えられる。

　国際法秩序の意義で、強行規範が国際法の初めての上位法として国際法秩序を構築する。国際法

秩序において強行規範は軸となる。国家間合意の国際法の場合では、国際法秩序は合意型の国際法

秩序である。このタイプの法秩序において自国を中心とする、自国のための行動をとる。そのため、

合意型の国際法秩序は国際社会または共同体という基盤を作らない、有しない、未成熟で緩い法秩

序であると言えよう。このタイプと反対に、強行規範を軸とする国際法秩序は国際社会の共同利益

のための法秩序である。共同利益型の法秩序と言える。共同利益型の法秩序は諸国の合意を単なる
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超えるだけではなく、諸国の合意を共同利益の方向へと指向する。この場合で強行規範が指針とな

る。強行規範が軸となる共同利益型の国際法秩序は強行規範・上位法を軸として存在する。このタ

イプの国際法秩序は法秩序の整合性（integrity）を保つ。

　なお、国際法秩序の整合性に関して、強行規範を擁する国際法秩序においては、強行規範が国家

間条約を超える、とりわけ国家責任法の分野で発揮されているため、国際法秩序がより固められる、

という見解もある（31）。この見解とは反対に、本論文は国際法秩序を含める国際秩序は根本的に平等、

人権、平和という公共価値を理念とする。諸国をコントロールするためのものではない、と認識し

ている（32）。この認識により、国際秩序は開放的、ソフトな社会秩序であるべき、と強行規範と国

際法に期待を寄せている（33）。国際秩序に対する期待は国際社会の共通の関心事である（34）。

７　強行規範とerga omnes
　強行規範といえば、当然にその双子的な存在として永久的義務（erga omnes）を言及しなければな

らない。強行規範の内容がストレートに諸国の、国際社会の永久的義務となる。

　この永久的義務には二つの意味がある。一つは実質的な義務であり、もう一つは義務観念である。

実質的な義務というのは、強行規範に派生された法的義務である。強行規範の禁止法はすなわち実

質的な法的義務である。そして禁止法の法的義務は時代と社会の移り変わりにより規定の内容を変

化されず、法規範としての価値を減損されることがない。諸国と国際社会にとって強行規範の遵守

およびerga omnesは強行的で、公開的な法的義務である。現在、強行規範に違反する行為を国際犯

罪（international crime）と見なすのが国際司法機関の一般的な見解として定着しつつある。（国際司

法機関のこの見解およびこの見解に到達するまでのプロセスを具体的に後の「八」を参照。）

　erga omnesの義務観念というのは「国際的な道義・良心」（international conscience）を意味している。

強行規範の禁止法と権利法は国際的な道義・良心を基盤とする。国際的な道義・良心は強行規範を

形成させたと言える。同様に、国際的な道義・良心は義務観念として強行規範の自覚的な執行を可

能にする。

　erga omnesは実質的な法的義務であり、違反すれば、または不作為をすれば、この不法行為に対

してerga omnesと法律に従って追及することができる。一方で、erga omnesは法意識・法観念の意

味もあり、哲学・倫理学の意味合いもある。

　erga omnesと jus cogensとともに国際法秩序の実質的要件として国際法秩序を構築している（35）。

erga omnes の義務と jus cogensの権利法、禁止法が行為規範として国際法秩序の実質的な要件となる。

８　強行規範の不十分さ
　強行規範は実定法ではあるが、実定法として不十分なところがあると言わざるを得ない。この不

十分さは、強行規範の規定が不明瞭であると言われているところである（36）。強行規範の不明瞭さ

というのは法規定として法原則にとどまっている、具体的な問題指定・場面指定が足りないからで

あろう。「人道に対する罪」、「重大な人権侵害」は確かに法原則に属する。このような法原則として

の強行規範には「不十分」という問題が生じたのは、存在としての法規定に問題があるのではなくて、

強行規範の法適用の場合で問題が生じる。法廷訴訟で強行規範を適用する場合に、訴訟事実と該当

行為の合法・違法性を判断するのには、法原則としての強行規範はいうまでもなく発揮することが

できる。しかし、該当行為が訴訟事実になるための立証が強行規範から直接に援用しにくい。具体

的な問題行為の指定、行為の発生場面・前提条件という設定または指定は強行規範には不十分であ
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る。ここは強行規範が「不十分」と言われる問題の所在であると、本論文がそう考えている。

　そのため、強行規範を法原則として具体的な強行規範の内容を反映する具体的な立法、条約を制

定する必要がある。これらの立法、条約は強行規範の実施条項、または補強条項になる。

八　国際の司法機関による強行規範の発見、確認と適用、発展

　本来、強行規範が国際司法のために設定されたものである。国際司法の現場でいくつかの法規

範が並立し決定権がない場合、強行規範は上位法として決定権を有する。もう一つ強行規範に期

待を寄せるのは国際条約に基準を設けることである。強行規範がこの基準になる。もし条約がこ

の基準―強行規範に違反しまたは衝突する場合、当該条約は無効になる。いままで国際司法の現

場で強行規範は設定され、または予期された通りに機能を果たしていると言える。国際司法機関

が国際紛争の法的解決を行うプロセスにおいて強行規範を確認し、適用している。司法機関のこ

の活動は強行規範を発見し発展させている。司法機関のこの役割は強行規範にとって非常に有意

義なことである。

１　ニュルンベルグ裁判―初めて戦争行為を「人道に対する罪」として認定
　ニュルンベルグ裁判は国際司法裁判の形を以て初めて「人道に対する罪」を確立した。同裁判はナ

チスの戦争発動行為と戦時中の残虐行為を裁く際に、初めて戦争行為を国際社会全体の人道に対す

る罪として認めた。そのため、ナチスの戦争行為の犯罪性に対する認定は「人道に対する罪」により

なされた。

　戦争行為に違法性がある、戦争行為が「人道に対する罪」になるというのは強行規範の基本形であ

る。この基本形に強行規範の理念および「国際的な道義」がある。この基本形が強行規範の発展の方

向を決めている。そして国際法の流れから言えば、ニュルンベルグ裁判の戦争行為の犯罪性という

判断は国際法の初期の「正戦論」に挑戦している。「正戦論」の権利認定を破棄し戦争行為を国際法の

権利のカテゴリーから排除して国際法の違法行為と決める。強行規範が国際法を発展させた。

　ニュルンベルグ裁判はさらに拷問、（ナチスの強制連行・強制労働の）奴隷扱い、という強行規範

の他の条項をも触れている。ナチスの「人道に対する罪」の認定はこれらの条項を再確認し適用して

いる。拷問、奴隷扱いなどの非人道的な行為に対する非難は慣習的に国際社会の共通の価値観・法

的信念である。ニュルンベルグ裁判はこの慣習法的な価値観・法的信念を再確認して同裁判で実定

法として適用した。この再確認と適用により、拷問、奴隷扱いの非人道的な行為の犯罪性と違法性

の判断基準は強行規範として正式に国際法となる。

　東京裁判もニュルベルグ裁判の延長であり、「人道に対する罪」を基本的方針として展開された。

２　国際司法裁判所（ICJ）と強行規範―言及、確認と適用
　国際司法裁判所が常設の司法機関として強行規範を言及し、確認し、また適用することは強行規

範にとって言うまでもなく重要である。同裁判所が強行規範を言及することは強行規範の存在を明

らかにする。強行規範を確認するというのは国際社会で現存している強行規範、または国際慣行と

法的信念のレベルになった強行規範に対して同裁判所の司法活動の現場でその内容と機能を確認す

ることである。強行規範を適用することは明確に強行規範を国際法の実定法として司法裁判向けの

妥当性を実証することになる。いずれも強行規範の機能を発揮し、強行規範を発展させることになる。
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以下の事件を以て国際司法裁判所の強行規範に関する司法判断とそのプロセスを見ることができる。

　〇1949年コーフ海峡事件（37）

　本件は国際司法裁判所が創設された初期に受理した、初めて領域主権、武力行使などの強行規範

を言及する事件である。それだけ強行規範に関する同裁判所の初期の見解を示した、重要な判例で

ある。

　本件の判決において裁判所は、国際法のなかで大部分を占める戦争法規の人道法は最も個人を尊

重する、「人道を基本的に考慮する」法である、と言う見解を示している。

　〇1960年インド領通行権事件（38）

　この事件で国際司法裁判所が国際法に諸国の合意を超える強制的な拘束力のある法規範がある、

と言及している。

　〇1966年南西アフリカ事件（39）

　本件の判決に対する裁判官の反対意見に国際法に強制的な法 jus cogensがあると指摘しているの

がある。

　〇1969年北海大陸棚事件（40）

　本件判決において国際裁判所が jus cogensを提起している。

　〇1970年Barcelona Traction事件（41）

　国際司法裁判所が本件の判決で初めて専門用語としてerga omnesを使用し、初めてerga omnesを
国際法の義務として確認した。

　〇1974年年核兵器の使用と威嚇の合法性事件（42）

　〇1975年西サハラ事件（43）

　本件の判決において国際司法裁判所は、自決権の原則は強行的な法規範である、と言う見解を示

している。

　〇1984年ニカラグア事件（44）

　初めて強行規範を国際司法裁判所の場で言及したのはニカラグア事件である。本件において、

原告（ニカラグア共和国）が被告の武力行為および（準）武力行使行為の違法性を立証するために、

ウィーン条約法条約の強行規範の適用を主張し、被告の武力行為および（準）武力行使行為を強行規

範の禁止法に当たると主張している（45）。国際司法裁判所が本件の判決で、non-use forceが強行規範

である、すでに国際慣習法になっていると、見解を示した。強行規範を国際司法裁判の現場で同裁

判所が初めて言及し、司法判断を下すために強行規範を法適用したのは本件である。

　〇1995年東ティモール事件（46）

　本件の判決において、国際司法裁判所がerga omnesと jus cogensを国際社会の一般的な義務と強

行規範として言及した。一方でまた両者が国際法の法規範としての限界も指摘している。

　〇1996年旧ユーゴジェノサイドの防止および処罰条約の適用事件（47）

　本件の判決において国際司法裁判所がerga omnesの意義を再度強調している。

　〇1996年核兵器使用の合法性に関する勧告的意見（48）

　国際司法裁判所がerga omnesを国家の一般的義務である、と見解を示している。

　本件の勧告的意見において国際司法裁判所は、人道法は国際慣習法である、という見解を示して

いる。

　〇1997年ガビチコフ・ナギマロス計画事件（49）

　本件の判決において国際司法裁判所が国家のerga omnesを言及している。
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　〇2002年逮捕状事件（50）

　本件は強行規範の適用とともに、問題も浮上した重要な事件である。本件において強行規範に関

しては法適用を通して強行規範を国際法の使える法規範にするという意義がある。強行規範を強

化し、強行規範の慣習法化を進める。さらに、本件には特殊な意義がある。すなわち、本件にお

いて強行規範が国際法の上位法として適用すると、従来の国際法の法規範との関係に不均衡の問

題が引き起こされた―本件では強行規範と国家免除が衝突している。実際には、強行規範と国家

免除の衝突の問題は本件のような国際法の、国際司法裁判所の現場で起こったよりも前に、国内

法廷で同様な問題が既に起こっている、国際法と国内法の物議になっている。強行規範に提起さ

れたこの新しい問題が国際法の注目され、解決されるべきものとなっている。この問題と解決は強

行規範だけではなく、国際法の法規範としての厳密性および国際法システムにおける法規範間の協

調という、国際法の全体の問題につながる。この問題の解決を通して、強行規範を含め、国際法全

体を発展させる見通しがある。

　〇2004年パレスチナ領内隔離壁建設事件（51）

　同事件のために国際司法裁判所が呈した勧告的意見には強行規範に関して民族自決権を言及し

た。すなわち民族自決権は人権であり、国際法上の強行規範であり、諸国にとってerga omnesにな

る、と裁判所が見解を示した。

　〇2006年コンゴ共和国領内軍事活動事件（52）

　同事件の判決で国際司法裁判所は、ジェノサイドの禁止が明白な一般国際法の強行規範であり、

ジェノサイドの禁止に関する権利と義務がerga omnesである、という判断を下した。裁判所のこの

判断の意義は、ジェノサイドの禁止を強行規範であると再度に見解を示し、法適用のレベルで（ジェ

ノサイドの）強行規範の存在と機能を強化した、ことである。裁判所が強行規範を「一般国際法」と

して見ているところは重要である。さらに、裁判所は同事件の司法判断を下すために強行規範が裁

判官にとって他の国際法の規範より強行規範を優先的に選択したように引導した、強行規範を優先

的に選択したため、論理性のある結論を得られた、と発表した。強行規範が司法過程において決定

的である、という重要性を有する。強行規範のこの決定的な重要性を、同事件を審理した国際司法

裁判所は国際法秩序の整合性を推進するために必要である、と評価している。

　〇地域国際司法機関の例―欧州裁判所はKadi事件の判決で、国際人権法のすべてが強行規範で

ある、という見解を示している（53）。

３　国際刑事裁判所（ICC）と強行規範―ICCの基本法および法的根拠
　国際刑事裁判所（ICC）が強行規範を裁判所自身の法的根拠とする。すなわち ICC設立の正当性は

強行規範である。ICCは強行規範に対する国際社会の法需要である。一方、ICCが国際刑事裁判を

展開するために強行規範を専門的な適用法としている。強行規範は ICCの基本法である。

　〇国際刑事裁判所の前身 ICTY法廷と ICRW法廷

　1990年代初めに旧ユーゴで発生した大規模な人権侵害と人種虐殺の犯罪を裁くために、1993年

に ICTY法廷を設立した。ICTY法廷の正当性および法的根拠は国際法の関連法、とりわけ強行規範

である。旧ユーゴで発生した犯罪行為はまさしく強行規範の統制範囲であるため、強行規範は主要

な適用法となった。ICTY法廷の司法活動は国際刑事裁判の現場で強行規範を意識的に適用した最

初の判例である。

　1994年 ICRW法廷はルワンダ国内で内戦の時期に行われた集団殺害、大規模な人種殺害の犯罪行
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為を追及するために国連・安保理により設立されたものである。ICTY法廷に続いて一国内の大規

模な人権侵害・人道犯罪を国際社会全体が国際法に基づいて裁くのが ICRWを設立した目的である。

この目的により、ICRWが ICTYと同様に強行規範を基本的な法的根拠と適用法としている。

　〇国際刑事裁判所（ICC）の正当性と適用法

　2003年国際刑事裁判所が正式に安保理決議一四八七により設立され、それ以来常設裁判所とし

て国際社会で発生する大規模な人権侵害、人道に対する犯罪、集団殺害および戦争犯罪に対して刑

事裁判の活動を始めている。国際刑事裁判所は国際法、とりわけ専門的に国際人道法、人権法を裁

判所自身の正当性としている。同時にこれらの強行規範が集中している国際法は刑事裁判所の適用

法でもある。

　国際刑事裁判所が直面している大規模な人権侵害、集団殺害などの人道犯罪はとりわけ一国内で

発生するものである。このような一国内の問題に対して従来では国際法がタッチしないのである。

しかし、国際刑事裁判所が一国内で発生する重大な人権侵害、集団殺害などの人道犯罪を国際法に

従って裁くために次のように国際法を解釈し適用している。

　a　国際犯罪（international crime）―これは国際刑事裁判所がその司法活動を展開させるために備

える合法性と妥当性である。刑事裁判の対象が有することである。その対象は国際社会で犯した大

規模な人権侵害、集団殺害、戦争犯罪である。これらの行為を刑事犯罪の適格性から認定すれば国

際犯罪というものになる。一国内で発生する大規模な人権侵害、集団殺害などの犯罪は一国内のも

のだけではなくて、国際社会全体の平和・平等・人権の価値観を破壊し、生存に脅威をもたらす。

この国際犯罪に対して、新しい国際法を制定しなくても現行国際法（とりわけ国際人道法、人権法）

を適用する。

　b　個人の国際犯罪と国際法の裁き―一国内で発生する大規模な人権侵害、集団殺害は往々にし

て国家の指導者の犯罪が多い。すなわち個人の国際犯罪が発生する。個人の国際犯罪に対して国際

刑事裁判所が国際法に従って裁く（54）。

　c　強行規範を直接に適用する―一国内の重大な人権侵害、集団殺害を国際犯罪として、個人の

国際犯罪を裁くために、強行規範を直接に適用する。一国内および個人というのが従来国際法の射

程外のものである。この射程外にまで効力を発揮することができるのは国際法の上位法としての強

行規範である。そのため、国際刑事裁判所で国際犯罪の人権侵害を裁くときに強行規範を基本的な

法律として直接に適用する。ジェノサイド条約、人種差別撤廃条約、拷問禁止条約、国連憲章二条

四項の武力行使牽制（non-use force）の国際義務の規定、国際人権規約を含む人権法のような具体的

な条約を直接に適用する。他の強行規範の禁止法および権利法を法原則として適用する。

　人権侵害を国際犯罪へと、一国内の個人の国際犯罪に強行規範を適用するという一連の要点と国

際刑事裁判所の司法活動は従来の国際法を突破している。この突破したところは同裁判所が国際法

に対する貢献となる。そして、国際司法裁判所に比べれば、国際刑事裁判所は一国内の個人の国際

犯罪、と大規模な人権侵害という人間社会の基本的な問題に対処している。この意味において、国

際刑事裁判所は国際司法の機能を行使し、法の支配を実践している（55）。

九　強行規範の違反に引き起こされる国家免除の暗黙的放棄の法理

　本論文「一　問題提起」に戻る。「なぜ強行規範に違反すれば、国際慣習法の国家免除を放棄する

ことになるか」、この問題提起は裁判所の司法審理の現場で強行規範に違反した被告人（被告人が国
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家、または国家官僚）に国際慣習法としての国家免除を援用することができるか、という司法争点

によるものである。この司法争点は、すなわち強行規範と国家免除が法適用において衝突している、

ということである。両法規範の衝突、およびこの衝突により国家免除が放棄されなければならない

ことになる。しかし、法適用の現場で法規範を放棄することは当事者双方と裁判所ともによる法理

上の説明を必要とする。いままで、この放棄に関する法理上の説明は強行規範の違反と国家免除の

暗黙的放棄の間の因果的関係の説明に集中している。本論文はこの法理を再検討をし、この検討を

通して強行規範の再認識を試みる。

　国家免除（sovereign immunity）が国際関係を調節するための慣習国際法である。慣習法としての国

家免除は自己言及的に国際関係の調節に機能している。国家免除の問題はむしろ実用の技術という

べきところがあり、法制定と法適用の分野にとどまる問題であった。この状況は1990年代の前半

に続いていた。当時Higgins判事を代表とした国際法学者たちは国家免除といえば、せいぜい国家

免除の制限的免除の認定に関する技術的な問題に取り組んでいた（56）。しかし、その後アメリカの

Princz 事件とギリシャ高裁のVoiotia事件とDistomo事件、イタリアCassazione裁判所のFerrini事件

をはじめとした、いわゆる欧米の裁判所に提訴された欧米の「戦後補償訴訟」が始まって以来、従来

の国家免除の問題は単純な自己言及的な問題ではなくなった。自己言及的な国家免除の問題は強行

規範に絡まれた。そうすれば、「強行規範に違反すれば、国家免除を与えることができない」、「強

行規範に違反すれば、国家免除を暗黙的に放棄することになる」。

　このような強行規範と国家免除との衝突の問題は筆者が2006年国際司法裁判所の「逮捕状事件」

と2004年米軍による元イラク大統領の逮捕および国際刑事裁判所の国家指導者個人の人道犯罪を

裁く司法活動、という三つのケース対する検討した際に発見した。自分の論文ではこの発見は国家

官僚・国家首脳に対する強行規範上の追及が従来の国際慣習法の国家免除とは両立できるか、この

場合での強行規範の適用は従来の慣習法―国家免除を損なうことになるか、という問題の検討に発

展した。

　強行規範に違反すれば、国家免除（の資格）を暗黙に放棄することになる、という主張では、強行

規範がやや強引的である、という印象が与えられる。強引というのは強行規範の本来の人権、平和、

平等という道徳、価値観には相容れないものである。強行規範が国際法の上位法であるとはいうも

のの、他の国際法の規範を適用させないのではない。法適用で強行規範と他の国際法の規範が競合

する場合では、強行規範は憲法のように合憲・違憲の基準となり、他の法規範が具体的な問題解決

策となる。国家が人権侵害の犯罪を犯す場合では、本来認められるはずの国家免除は国家の意思ま

たは宣言で放棄することが可能であるが、暗黙的な放棄にはならない。暗黙的な放棄は司法の場で

説明不足で、不明瞭になる。この点において、イタリア高裁がFerrini事件の判決で見せてくれた強

行規範と国家免除の競合を解除するために両法規範の間の因果関係を厳密に類推し結論を導いた司

法判断の技術と、国家主権と人権保護（強行規範）の間で価値観の平衡を保つ司法機関の理念と理性

が、国家免除を放棄するかどうかの判断をするための法理のモデルとなる。

　強行規範の違反が国家免除の放棄になるという主張を疑問視する場合、放棄主張の反対意見を留

意する必要がある。「強行規範と国家免除が矛盾していない」という反対意見は、このポイントを挙

げている：国家免除の原則はすなわち強行規範である、両者のどちらか一方を優先させることはな

い、強行規範を以て国家免除を制限すれば国家が多数の理由を見つけて国家免除を否定する可能性

がある（57）。人権侵害をすれば国家免除を否定するという政策は国際法の社会構造を破壊する（58）。
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十　国内法廷で強行規範の適用―日本の戦後補償裁判の場合

１　国内法廷における強行規範の法適用
　国際法の強行規範が国内法廷で適用できるか、どのような法適用になるか、という現実問題は強

行規範の実現になるし、また強行規範に課題を出す。1990年代欧米の国内法廷で戦後補償の訴訟

が行われた時、国際法の強行規範が終始原告と被告当事者双方の攻防の法的根拠であった。そして

裁判所側も積極的に強行規範を言及し適用していた。比べてみれば、同様に1990年代から大規模

に行われた日本と関連企業に対する戦後補償訴訟、いわゆる日本の「戦後補償裁判」は強行規範を殆

ど触れていなかった。国内法および国内法廷の法適用のように国際条約を法解釈し法適用するのは

国内の法廷訴訟の現場では多数ではない。国際法の強行規範はなおさら国内法廷の法適用において

は困難がある（59）。強行規範のどんなところを、どのように認識し法適用すればよいかを次の点を

検討してみる：

　一言で言えば、強行規範の価値を法適用することができるか。強行規範は国際法の上位法であ

ると、本論文に言われるように、強行規範は法原則または憲法原則の性格を有する。強行規範の

禁止法と権利法に揚げられる人権、平等、平和の理念は行為規範ではなく、価値である。この価

値を法廷と裁判で法適用する場合では、これらの価値に対する法的信念―強行規範が法規範であ

るという信念が重要である。この信念のもとで強行規範を法適用のレベルへと法解釈する技術も

重要である。イタリア高裁が合理的に reasonably強行規範の価値を法適用へと類推した法解釈と、

この法解釈を司法判断へと発展させた試みは強行規範の価値に法適用向きの操作可能性があるこ

とを見せてくれた。

２　日本の戦後補償裁判の問題点
　ここで言っている日本の戦後補償裁判の問題点というのはいままで同裁判に対する筆者が検討し

た一連の作業を通して見つけたものである。日本の戦後補償裁判は欧米の戦後補償裁判と同様に

1990年代から人権と人権保護という国際法の新発展、とりわけ強行規範とその価値が周知される

ようになったという時代背景があった。強行規範がなければ、戦後補償訴訟が生じ得ない。強行規

範があったからこそ、従来国家の範囲内の国際法を使って、個人が国家へ、国家の特権としての国

家免除へ挑戦することができた。そのため、強行規範が日本の戦後補償裁判に適用されなかったの

が国際法の強行規範に対する認識不足であろう、と本論文はあらためて指摘する。さらに次の問題

点を挙げる：

　a　国家無答責―日本の戦後補償裁判で被告側が戦時中の重大な人権侵害という訴えられた訴訟

事実に対して現国家が責任がないと抗弁した。比べてみれば、国家が起こした重大な人権侵害に対

して欧米の戦後補償裁判で異口同音に国家の犯罪であると断定している。イタリア高裁がFerrini事
件で強制連行・強制労働は個人に対する国際犯罪である、それゆえ国家が当該個人対する民事責任

がある、という判断を下している。アメリカPrincz事件で裁判所は重大な人権侵害の被害者に司法

の扉を閉めたら正義に接近し司法の救済を求める機会を閉ざすことになる、と戦後補償裁判の基本

原則を確立した。この原則の下で国家の官僚・首脳が犯した人権侵害は国家主義（state doctrine）に
帰することができない、国家主義は個人の責任逃避の言説である、という認識を示した（60）。

　b　国家相互主義―日本の戦後補償裁判の後半期で裁判所側が原告の国と司法上の相互扶助の関
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係と関連の条約がないため、原告の訴求を受け入れて戦後補償訴訟を進めることができないと、原

告の訴求を却下した。国家相互主義というのは本来国際礼譲の内容である。相互抑制、相互扶助、

特に国家財産没収の場合でこれらの原則を適用する。

　aとbに対する共通の批判：欧米の戦後補償裁判を含む個人が国家を相手にする訴訟ではいまま

で国家に有利の裁判例および判例がなかった。むしろ警告または憂慮として、もし国内法廷が（a
とbのような理由で）自分の司法管轄権の行使に障害を設けたら、国家免除の主張よりも手を焼く、

と指摘している（61）。

　c　国際法と個人の請求権―日本の戦後補償裁判では国際法に国家に対する個人の賠償請求権が

ない、というのは被告側が主張した大きな法律争点の一つである。しかし、欧米の戦後補償裁判

では国際法に個人の請求権がないというのが提起されなかった。異議無し。争点無し。国家の人

権侵害に対して個人が訴訟を起こすのは当然の前提とでもなっている。むしろ「もし個人に賠償請

求権の可能性を与えなければ、国家に対してその賠償義務を放棄させないように厳格にする」とい

う意見があった（62）。イギリスHouse LordsがPinochet引渡事件で個人が国際刑事責任を法的に追究

するのがすでに国際慣習法となっている、と指摘しているように、個人が国際法の当事者になっ

ている（63）。この指摘は個人の国際法上の請求権があるとの反証になる。そして、ハンガリー・ド

イツ平和条約のように国際条約でも個人の請求権を認めている。

　d　ハーグ条約―日本の戦後補償裁判でハーグ条約三条に個人の戦争被害に対して国家・軍隊は

損害賠償の義務があるか、というのは法律争点の一つである。欧米の戦後補償裁判では戦争被害の

損害賠償に関してハーグ条約より1977年ハーグ議定書を適用している。議定書によれば、軍事戦

闘側に文民保護の義務（第一条と第一節第一七条）とすべての「傷者、病者及び難船者」に対する保護

義務（第二部）がある、と規定している。ハーグ議定書はハーグ条約の文言および箇条の再制定であ

る。同議定書の第五一条、五二条、一三一条と一四八条は日本の戦後補償裁判で法律争点となって

いるハーグ条約三条の再制定または説明、補充である。欧米の裁判所で同議定書を適用したことは

日本戦後補償裁判にとってモデルまたは参考になる。そして、戦後補償裁判で被害者個人の損害賠

償請求権と加害者の国家・軍隊の損害賠償の義務を個別に考える必要がある。たとえ現行国際法か

ら直接に個人の請求権の規定を見当たらなくても、国家・軍隊の賠償義務を無視してはならない。

さらに個人の請求権と国家・軍隊の義務との因果的関係に関してイタリア高裁のように類推、推論

などの法廷技術を工夫すれば、結論および結果が全く違う。

結　び

1 　強行規範は国際法のヘゲモニーではなくて、国際平和のための法律である。強行規範が国際人

権法と国際人道法の集束であり、また国際人権法と人道法を言うまでもなく、国際法の安全・平

和の理念と実現を保障する保障措置でもある。そのため、強行規範は国際法の上位法になる。し

かし、強行規範自身でも、強行規範を取り入れた国際法でも、国際法学者Anne-Marie Slaughterが
国際法を人権、民主、進歩、柔軟的な国際法であると理解しているように、平和、平等、安全を

永遠の理念としている。

2 　強行規範は実質的な権利法と禁止法を擁する実定法である一方で、またイデオロギーを強く有

する法規範である。このイデオロギーの部分は強行規範の価値として国際社会に徐々に受け入れ

られている。そして、この価値が諸国の行為規範となっている。
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3 　強行規範と他の国際法との関係は国際法の課題となっている。上位法としての強行規範が実際

に適用されると、従来の国際法と衝突し、平衡を保つ必要が生じている。この課題の解決は今後

の国際法の法使用の現場で、ケース・バイ・ケースに対処し、強行規範の発展と国際法の発展に

頼る。このような対処は強行規範および国際法にとって適用、調整の良いチャンスである。

4 　強行規範は国際司法裁判所と国際刑事裁判所で法適用されている。さらに国内法廷にでも適用

する必要がある。強行規範から法適用の操作可能性を引き出すのは司法活動の一つである。

5 　欧米と日本で行われている戦後補償裁判で人権は従来のタブーであった国家に挑戦している。

強行規範を含む国際法はこの挑戦に可能性（妥当性）と合法性を提供している。法適用の現場で、

従来の法に対する観念の革新も必要であるし、法適用の技術の工夫も必要である。強行規範の法

適用と国家実行にこの観念の革新と技術の工夫がさらに必要である。
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（ 後記：本論文を完成するのには、文教大学湘南校舎図書館の方々のご協力が大きなものであった。

いままでも多大なご協力を頂いている。ここで合わせて感謝の意を表す。）


